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平成２０年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
 

１ 一般会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成２０年度 平成１９年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 451,647,591,369 441,418,995,487 10,228,595,882 2.3 

歳 出 総 額 B 444,735,987,987 435,481,254,575 9,254,733,412 2.1 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A-B 6,911,603,382 5,937,740,912 973,862,470 16.4 

翌年度繰越財源額 D 4,884,049,324 3,845,997,860 1,038,051,464 27.0 

実 質 収 支 額 E=C-D 2,027,554,058 2,091,743,052 △64,188,994 △3.1 

前年度実質収支額 F 2,091,743,052 2,950,529,877 － － 

単年度収支額 G=E-F △64,188,994 △858,786,825 794,597,831 92.5 

財政調整基金 
積 立 額 H 1,025,743,202 1,029,389,891 △3,646,689 △0.4 

地方債繰上償還額 I 315,060,644 7,802,505 307,258,139 3,937.9 

財政調整基金 
取 崩 額 J 0 2,477,884,000 △2,477,884,000 皆減 

実質単年度収支額 K= 
G+H+I-J 1,276,614,852 △2,299,478,429 3,576,093,281 155.5 

 
○ 歳入総額は、４，５１６億４，７５９万１，３６９円 
歳出総額は、４，４４７億３，５９８万７，９８７円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より１０２億２，８５９万円余、２．３％の増、歳出は９２億５，４７３万円余、

２．１％の増とそれぞれ前年度を上回ることとなった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、６９億１，１６０万円余で、平成２１年度への繰越財源額

４８億８，４０４万円余を差し引いた実質収支額は、２０億２，７５５万円余の黒字となった。 
 
○ 平成２０年度の実質収支額から、前年度実質収支額の２０億９，１７４万円余を差し引いた単年度収支

額は６，４１８万円余の赤字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１０億２，５７４万円余、地方債繰上償還額の３億１，５０

６万円余を加算した実質単年度収支額は、１２億７，６６１万円余の黒字となった。 
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（歳入の状況） 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，８８４億５，８８１万２，８１９円 
調 定 額 ４，５７１億１，８３８万５，７７８円 
収 入 済 額 ４，５１６億４，７５９万１，３６９円 
不納欠損額 ３億７，３１０万２，５５４円 
収入未済額 ５０億９，７６９万１，８５５円 

 
収入率は、予算現額に対し９２．５％、調定額に対し９８．８％となった。 

   （前年度収入率は対予算現額 ９２．７％、対調定額 ９８．８％） 
 

また、収入済額を前年度と比べると、１０２億２，８５９万円余、２．３％の増となった。 
 

不納欠損額は、既に調定された歳入で徴収ができないと認定されたものであるが、このうち主な内容は県

税と県税に係る加算金である。 
 

収入未済額は調定後、出納閉鎖までに収納されなかったもので、このうち県税が８３．９％、使用料及び

手数料（県営住宅使用料等）が８．２％を占めている。 
 
 

○ 主なもの 
 
県  税  
収入済額は、１，１２０億６，６４４万円余で、前年度に比べ、３５億２，４５５万円余、３．０％

の減となった。  
これは、個人県民税 ７億１，２８７万円、固定資産税 ６，５４１万円の増、法人事業税 ９億４，

３８３万円、軽油引取税 ９億１，４８４万円、法人県民税 ６億８，９３０万円、地方消費税譲渡割 

５億３，６４９万円、自動車取得税 ３億６，８７１万円、不動産取得税 ３億２，８５１万円、自動

車税 ３億３，５３８万円、県たばこ税 １億２，３６１万円、個人事業税 ５，１９６万円の減等に

よるものである。 
 

 
 
地方消費税清算金  
収入済額は、１６６億９，８１７万円余で、前年度に比べ、１２億５，９２８万円余、７．０％の減 

となった。 
 
 
地方譲与税  
収入済額は、１７億３，４６７万円余で、前年度に比べ、１億２，８８２万円余、６．９％の減と

なった。  
これは、地方道路譲与税 １億２，３７９万円の減、石油ガス譲与税 ５０３万円の減等によるもので

ある。 
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 地方特例交付金  

収入済額は、１７億７，０８９万円余で、前年度に比べ、７億９，６１８万円余、８１．７％の増とな

った。  
これは、地方特例交付金 ３億７，０２１万円、地方税等減収補てん臨時交付金 ４億２，５９７万円

の増等によるものである。 
 
 
 地方交付税  

収入済額は、１，１７８億８，４１９万円余で、前年度に比べ、１８億４４２万円余、１．５％の

減となった。  
 これは、特別交付税１億２，１８６万円の増、普通交付税１９億２，６２９万円の減によるものである。 

 
 
 分担金及び負担金  

収入済額は、４３億３，２１０万円余で、前年度に比べ、６億４，９９６万円余、１３．０％の減 
となった。  
 これは、社会福祉費負担金 ７，５３４万円、児童福祉費負担金 １，５５０万円の増、都市計画費負

担金 ４億２，９９０万円、道路橋りょう費負担金 １億９，７２２万円、防災費負担金 ５，３７３万

円、農地費負担金 ４，６８１万円の減等によるものである。 
 
 
 使用料及び手数料  

収入済額は、８６億５，０６７万円余で、前年度に比べ、８９１万円余、０．１％の増となった。  
 これは、大学費使用料 ７，４３９万円、県営住宅使用料 ３，２３８万円、児童福祉費使用料 １，

４７４万円の増、証紙収入 ８，６９７万円、社会教育費使用料 ２，７３５万円の減等によるものであ

る。 
 
 
国庫支出金  
収入済額は、７２２億１，８３６万円余で、前年度に比べ、１０２億２，６９６万円余、１６．５％

の増となった。  
 これは、労働費国庫補助金 ６４億７，０７６万円、民生費国庫補助金 ２０億５，７５９万円、諸支

出金国庫補助金 １６億６，３４３万円、教育費国庫補助金 １０億９，６７４万円、土木費国庫補助金 

７億８，１５６万円、農林水産業費国庫補助金 ６億９，８１９万円、衛生費国庫補助金 ６億３，７９

４万円の増、公共事業特例法精算費国庫補助金 ３２億１，０００万円等の減等によるものである。 
  
 
財産収入 
    

収入済額は、８億３，８８６万円余で、前年度に比べ、５億７，６４３万円余、４０．７％の減とな

った。 
 

これは、不動産売払収入 ４億６，５３３万円、出えん金返還収入 ８，９００万円の減等によるもの

である。 
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 繰入金  

収入済額は、１８１億７，３８４万円余で、前年度に比べ、１０８億１，２３１万円余、１４６．９％

の増となった。 
 
 これは、商工業振興資金特別会計繰入金 ５７億１，３３１万円、中小企業近代化資金特別会計繰入金 

３５億円、公共施設整備等事業基金繰入金 ３５億円、土地開発基金繰入金 ２０億円、県債管理基金繰

入金 ５億円の増、財政調整基金繰入金 ２４億７，７８８万円、国民健康保険広域化等支援基金繰入金 

１８億５，００４万円の減等によるものである。 
 
 
諸収入 
収入済額は、２１２億６，７８８万円余で、前年度に比べ、４５億７，３９９万円余、１７．７％

の減となった。 
 
 これは、受託事業収入 ３億６，８６４万円の増、貸付金等償還金 ４６億６，３２７万円、雑入 ２億３，

９３１万円の減等によるものである。 
 
 
県  債  
収入済額は、６９５億６，２９０万円で、前年度に比べ、４４億１，３４０万円、６．８％の増となった。 

 
 これは、臨時財政対策債 ３９億１，５９０万円、退職手当債 ２０億円、一般補助事業債 ３億１，

５６０万円の増、単独事業債 １６億９，６２０万円、災害復旧事業債 １億２，１９０万円の減による

ものである。 
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（歳出の状況） 
 
○ 総 括 

予 算 現 額 ４，８８４億５，８８１万２，８１９円 
支 出 済 額 ４，４４７億３，５９８万７，９８７円 
翌年度繰越額 ２９８億８，７５５万３，９２６円 
不 用 額 １３８億３，５２７万  ９０６円 

 
支出済額は、前年度に比べ、９２億５，４７３万円余、２．１％の増となっている。（予算現額の対前年度

増減率２．６％増） 
 

予算現額に対する執行率は、９１．０％であり、前年度の執行率９１．５％に比べ、０．５ポイントの減

となっている。 
 
 

○ 主なもの 
 
 総務費  

支出済額は、３５６億１，０７９万円余で、前年度に比べ、２７億２，５９８万円余、７．１％の減

となった。 
 
 これは、法人二税等償還金 8 億１，９１１万円、リニア関連公共受託事業費 ２億７，５７７万円、
電算維持管理費 ２億７，３６８万円の増、土地開発公社経営再建事業費 ２１億５，４３１万円、退職

手当 ８億６，７８７万円、防災行政無線管理費 ６億１９３万円、参議院議員通常選挙費 ４億７，９

７７万円の減等によるものである。 
 
 
民生費  
支出済額は、４１９億９，４８３万円余で、前年度に比べ、２億３１５万円余、０．５％の増とな

った。 
 

これは、後期高齢者医療給付費 ５５億８９０万円、障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費 １２億

５，７６７万円、後期高齢者保健基盤安定化事業費負担金 １１億３，４０８万円の増、老人保健法による

医療給付費５３億４，１９２万円、国民健康保険広域化等支援基金積立金 ２４億７，８７２万円の減等に

よるものである。 
 
 
衛生費  
支出済額は、１５２億１，０４５万円余で、前年度に比べ、２６億７，７７５万円余、２１．４％の増と

なった。 
 

これは、県立病院事業会計への繰出金 １３億１，５７７万円、最終処分場整備推進費 ６億３，２７

３万円、妊婦健康診査支援基金積立金 ５億３０２万円、医療施設近代化施設整備事業費 ３億３，０１

０万円の増、老人保健事業助成費 １億６，０１６万円の減等によるものである。 
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労働費  
支出済額は、７８億４５万円余で、前年度に比べ、６５億２５９万円余５０１．０％の増となった。 

 
これは、ふるさと雇用再生特別基金積立金 ４５億４，０００万円、緊急雇用創出事業臨時特例基金積

立金 １９億３，０００万円の増等によるものである。 
 
 
農林水産業費  
支出済額は、３５９億４，４２０万円余で、前年度に比べ、３億４，２００万円余、０．９％の減とな

った。 
 

これは、水源地域緊急整備事業費 １１億３，２３８万円の増、復旧治山費 ９億３，６６８万円、森

林居住環境整備事業費 ２億７，６８２万円、土地改良費 ２億５，２８２万円の減等によるものである。 
 
 
商工費  
支出済額は、１３６億５，４０３万円余で、前年度に比べ、５２億８，０４２万円余、６３．１％の

増となった。 
 

これは、商工業振興資金特別会計繰出金 ７３億５，１４４万円の増、企業立地対策費 １８億１，６

０２万円、資金対策費 １億３，７９７万円の減等によるものである。 
 
 
土木費  
支出済額は、８１３億７，３４１万円余で、前年度に比べ、１８億７，３５６万円余、２．３％の減

となった。 
 

これは、道路橋りょう建設費 ８億１，２５８万円、緊急街路整備費 ５億３，９１６万円の増、ダム

建設費 １９億３，６９９万円、道路橋りょう整備費 １５億６９０万円の減等によるものである。 
 
 
警察費  
支出済額は、２２１億７，３１９万円余で、前年度に比べ、２億４，４０８万円余、１．１％の減

となった。 
 

これは、交通安全施設整備費 １億９，４１８万円、交通管制センター整備費 ７，０３７万円の増、

職員給与費等 ４億２，０１０万円、待機宿舎等改修費７，４７４万円の減等によるものである。 
 
 
教育費  
支出済額は、９２０億１，４２６万円余で、前年度に比べ、１７億３，７１１万円余、１．９％の減

となった。 
 

これは、高校施設整備費 ３億８，７８４万円の増、甲府支援学校等施設整備費 ７億９，０９５万円、

職員給与費（小学校費） ６億６，３７７万円、職員給与費（高等学校費） ３億４，３８７万円、職員

退職手当 ２億１，００４万円の減等によるものである。 
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災害復旧費  
   支出済額は、８億１，３４０万円余で、前年度に比べ、２億３，２１０万円余、２２．２％の減となった。 
 

これは、農林水産施設災害復旧費 １億６，３５３万円、土木施設災害復旧費 ６，８５７万円の減に

よるものである。 
 
 
公債費  
支出済額は、７４４億２，０３６万円余で、前年度に比べ、３０億８，７０５万円余、４．３％の増

となった。 
 
 
諸支出金  
支出済額は、２２８億８３９万円余で、前年度に比べ、１３億１４万円余、５．４％の減となった。 

 
これは、公共施設整備等事業基金積立金 １６億９，２８１万円の増、土地開発基金積立金 １０億１，

４０３万円、地方消費税清算金 ６億７，０８７万円、地方消費税交付金 ６億３，２２９万円、配当割

交付金 ２億４，２８９万円、株式等譲渡所得割交付金 ２億１，５４８万円、自動車取得税交付金 ２

億１，４０９万円の減等によるものである。 
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２ 特別会計決算の概況 
（単位：円、％） 

区       分 平成２０年度 平成１９年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 276,377,857,801 250,814,193,896 25,563,663,905 10.2 

歳 出 総 額 B 265,536,822,493 234,040,871,346 31,495,951,147 13.5 

歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 10,841,035,308 16,773,322,550 △5,932,287,242 △35.4 

翌年度繰越財源額 D 251,914,033 443,759,230 △191,845,197 △43.2 

実 質 収 支 額 E=C－D 10,589,121,275 16,329,563,320 △5,740,442,045 △35.2 

 
 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、２，７６３億７，７８５万７，８０１円 
歳出総額は、２，６５５億３，６８２万２，４９３円となった。 

 
○ 歳入は、前年度決算額より２５５億６，３６６万円余、１０．２％の増、歳出は３１４億９，５９５万円余、

１３．５％の増となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０８億４，１０３万円余で、平成２１年度への繰越財源額

２億５，１９１万円余を差し引いた実質収支額は、１０５億８，９１２万円余となり、９会計が黒字、３会

計が収支同額となった。 
 
 
○ 会計別の状況 
 
恩賜県有財産特別会計  
収入済額は、９８億８，７５７万円余で、前年度に比べ、２億７，６６１万円余、２．９％の増となった。 

 
これは、借換債 １４億２，６８０万円、不動産売払収入 １億５，７４１万円、林道債 ３，３００万

円の増、造林債 １１億７，９７０万円、一般会計繰入金 ８，３５１万円、公共事業特例法精算費補助金

３，６６６万円、繰越金 ３，５２５万円の減等によるものである。 
 
   支出済額は、８５億２８１万円余で、前年度に比べ、１億２，４７８万円余、１．５％の増となった。 
 

これは、保護管理費 ２億５７９万円、林道費 ６，２１９万円の増、造林費 ８，３２７万円、林道

災害復旧費 ４，３８１万円、元利償還金 １，１６５万円の減等によるものである。 
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災害救助基金特別会計  
収入済額は、３２２万円余で、前年度に比べ、２３万円余、７．８％の増となった。 

 
 これは、財産収入 ２３万円の増によるものである。 

 
   支出済額は、３２２万円余で、前年度に比べ、２３万円余、７．８％の増となった。 
 
 これは、備蓄費 ２３万円の増によるものである。 

 
 
母子寡婦福祉資金特別会計  
収入済額は、２億７，１４１万円余で、前年度に比べ、６７４万円余、２．５％の増となった。 

 
これは、繰越金 １，５８９万円、繰入金 ６８９万円の増、母子福祉資金元利収入 １，４６１万円

母子福祉資金雑入 ７９万円、寡婦福祉資金元利収入 ６１万円の減等によるものである。 
 
 
   支出済額は、６，１９２万円余で、前年度に比べ、２，２９１万円余、２７．０％の減となった。 
 
 これは、母子福祉費（その他） ６７７万円の増、公債費償還金 １，５９３万円、一般会計繰出金 ９

１４万円、母子福祉費（貸付金） ３９５万円の減等によるものである。 

 
 
 中小企業近代化資金特別会計  

収入済額は、９８億６，１８５万円余で、前年度に比べ、１６億１，７００万円余、１９．６％の増とな

った。 
 
 これは、高度化資金債 １４億３，３８９万円、繰越金 ３億１，２５５万円の増、高度化資金貸付金

償還金 １億５，６３９万円の減等によるものである。 
 
 
  支出済額は、７１億３，０８６万円余で、前年度に比べ、４８億９，２７０万円余、２１８．６％の増と

なった。 
 
 これは、一般会計繰出金 ３５億円、高度化資金貸付金償還金 １７億５，６６５万円の増、小規模企

業者等設備導入資金貸付金 ３億８，７５０万円の減等によるものである。 
 
 
 農業改良資金特別会計  

収入済額は、３億１，１２０万円余で、前年度に比べ、２７５万円余、０．９％の減となった。 
 
 これは、繰越金 １，５１２万円の増、農業改良資金償還金 １，８９５万円の減等によるものである。 

 
 
   支出済額は、７，６８５万円余で、前年度に比べ、３，９６２万円余、３４．０％の減となった。 
 
 これは、貸付金 ５２６万円の増、償還金 ３，０６５万円、繰出金 １，５３２万円の減等によるも

のである。 
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市町村振興資金特別会計  
収入済額は、６５億９，３６７万円余で、前年度に比べ、６億５，９０１万円余、１１．１％の増となっ

た。 
 

これは、繰越金 ８億２，６５９万円の増、貸付金元利収入（元金） １億５，７３８万円、貸付金元

利収入（利子） １，０２０万円の減によるものである。 
 
   支出済額は、１４億５，８２４万円余で、前年度に比べ、１億１，９３０万円、７．６％の減となった。 
 
 これは、過疎地域振興資金貸付金 １，２２０万円の増、市町村振興資金貸付金 １億１７０万円、辺

地振興資金貸付金 ２，８８０万円、償還金 １００万円の減によるものである。 
  
 
県税証紙特別会計  
収入済額は、３０億１，７１１万円余で、前年度に比べ、４億５２１万円余、１１．８％の減となった。 

 
 これは、自動車取得税繰越金 １，９７８万円の増、自動車取得税証紙収入 ３億９，２６０万円、自

動車税証紙収入 ３，２３９万円の減によるものである。 
 
   支出済額は、２９億９，８２７万円余で、前年度に比べ、３億９，９９４万円余、１１．８％の減となっ

た。 
 
 これは、自動車取得税繰出金 ３億６，７５５万円、自動車税繰出金 ３，２３９万円の減によるもの

である。 
 
 
集中管理特別会計  
収入済額は、１，１３７億３，０３７万円余で、前年度に比べ、２５億４，４３７万円余、２．２％の減

となった。 
 
 これは、給与管理収入 ２５億６，６１０万円の減等によるものである。 

 
   支出済額は、１，１３５億９，１７４万円余で、前年度に比べ、２５億７，８２８万円余、２．２％の減

となった。 
 

これは、給与管理費 ２５億８，１６３万円の減等によるものである。 

 
 
 商工業振興資金特別会計  

収入済額は、１９０億２，６８３万円余で、前年度に比べ、１１９億４，３３８万円余、１６８．６％

の増となった。 
 

これは、繰入金 ７３億５，１４４万円、貸付金元利収入 ５６億３８０万円の増、繰越金 １０億１，

１８５万円の減によるものである。 
 
   支出済額は、１９０億２，６８３万円余で、前年度に比べ、１５４億１，５５０万円余、４２６．

９％の増となった。 
 
 これは、資金貸付金 ９７億２３４万円、一般会計繰出金５７億１，３３１万円の増によるものである。 
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林業・木材産業改善資金特別会計  
収入済額は、２億４，４３１万円余で、前年度に比べ、１５６万円余、０．６％の減となった。 

 
 これは、違約金 ９０万円の増、林業・木材産業改善資金償還金 １５３万円、繰越金 １０６万円の

減等によるものである。 
 
   支出済額は、９，９４２万円余で、前年度に比べ、１，７２３万円余、１４．８％の減となった。 
 
 これは、林業・木材産業改善資金貸付金 １，５９８万円、林業就業促進資金貸付金 １２０万円の減

等によるものである。 
 
 
流域下水道事業特別会計  
収入済額は、９６億３，８９０万円余で、前年度に比べ、９億１，８４４万円余、１０．５％の増と

なった。 
 
 これは借換債 ５億７，０００万円、事業費県補助金 ４億５，８１１万円、下水道債 １億４，２０

０万円、管理費負担金 １億４，０３２万円の増、一般会計繰入金 ３億８，０６５万円の減等によるも

のである。 
 
 
    支出済額は、８７億９，５２７万円余で、前年度に比べ、１１億４，３８９万円余、１５．０％の増
となった。 

 
これは、流域下水道建設費 ７億４，０７７万円、公債費元利償還金 ２億１，９７３万円、維持管理

費 １億８，３０６万円の増等によるものである。 
 
 
公債管理特別会計  
   収入済額は、１，０３７億９，１３６万円余で、前年度に比べ、１３１億６，７００万円余、１４．

５％の増となった。 
 

これは、借換債 １００億５，０００万円、一般会計繰入金 ３０億８，６８３万円の増によるもので

ある。 
 
   支出済額は、１，０３７億９，１３６万円余で、前年度に比べ、１３１億６，７００万円余、１４．

５％の増となった。 
 

これは、公債費元利償還金 １２８憶７３３万円、県債管理基金積立金 ３億３，０００万円の増によ

るものである。 
 
 
 
 


